様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 　　　２０２４年　　３月　１３日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）　　　　　　　　かすみ 
一般事業主の氏名又は名称  株式会社カスミ
（ふりがな） つかだ　ひであき
（法人の場合）代表者の氏名  塚田　英明 印   
住所　〒３００－８５１０
　　　　　　　　　　　茨城県つくば市西大橋５９９－１
　　　　　　　　　　　法人番号　８０５０００１０１６２９７　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 U.S.M.H第３次中期経営計画（２０２３－２０２５）
2 カスミ会社案内（２０２３年度）

	公表日
	1 ２０２３年　４月　１１日
2 ２０２３年　６月　　７日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 U.S.M.H　ＨＰ内：https://www.usmh.co.jp/wp-content/themes/usmh/files/20230411/US_20230411_medium_term.pdf
７、８ページ目記載
2 弊社ＨＰ内：
https://www.kasumi.co.jp/prof/guide/
２、３ページ目記載

	記載内容抜粋
	1 第３次中期経営計画の基盤としてデジタル改革を位置づけている。U.S.M.H開発のデジタルブランドignicaサービスをプラットフォームとして活用し、店舗収益、店舗外収益を拡大し、ビジネス領域の拡大を目指す。
2 カスミの価値創造ストーリーとしてビヨンドスーパーマーケットを定義。
新たな価値創造の一つとして「お客様に寄り添うDX戦略」を位置づけている。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	1 2023年2月28日　U.S.M.H取締役会にて上程、承認
2 2023年5月24日　取締役会決議職務権限規程に基づ　　　　　
　　　　　　　　  く稟議決裁



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 U.S.M.H第３次中期経営計画(2023－2025)　※１
2 カスミ会社案内（２０２３年度）　※２
3 組織変更及び人事異動のお知らせ　※３
4 オフショア開発会社VTIとの業務提携に関するお知らせ　※４

	公表日
	1 ２０２３年　　４月　１１日
2 ２０２３年　　６月　　７日
3 ２０２３年　　２月　２８日
4 ２０２３年　１２月　２５日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 U.S.M.H　ＨＰ内
https://www.usmh.co.jp/wp-content/themes/usmh/files/20230411/US_20230411_medium_term.pdf
７，８ページ目記載
2 　弊社ＨＰ内：
https://www.kasumi.co.jp/prof/guide/
１２～１５ページ目記載
3 弊社ＨＰ内：https://www.kasumi.co.jp/wp-content/uploads/2023/02/news1296.pdf
　４ページ目記載
4 U.S.M.H　ＨＰ内
https://www.usmh.co.jp/wp-content/uploads/2023/12/us_20231225_150.pdf

	記載内容抜粋
	1 第３次中期経営計画の基盤としてデジタル改革を位置づけている。U.S.M.H開発のデジタルブランドignicaサービスをプラットフォームとして活用し、店舗収益、店舗外収益を拡大し、ビジネス領域の拡大を目指す。
2 お客様に寄り添うDX戦略
・多様な販売チャネルと受け取りサービスを展開
　移動スーパー、オフィススマートショップ
（無人店舗）、オンラインデリバリー
（ネットスーパー）及びピックアップルーム、
　カーブサイドピックアップ
・U.S.M.H独自のデジタルブランドignicaの紹介
・新規導入を行ったScan＆Goカードの紹介
3 U.S.M.H第３次中期経営計画におけるデジタル改革を事業会社として実現するため組織変更を実施
4 U.S.M.Hはベトナムのオフショア開発会社であるVTI社と業務提携契約を締結

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	①2023年  2月 28日　U.S.M.H取締役会にて上程、承認
②2023年  5月 24日　取締役会決議職務権限規程に基づく
　稟議決裁
③2023年　2月　17日　取締役会にて上程、承認
④2023年 12月  11日　U.S.M.H取締役会に上程、承認



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	カスミ社内体制
１）組織変更および人事異動のお知らせ　※２
https://www.kasumi.co.jp/wp-content/uploads/2023/02/news1296.pdf
　４ページ目記載

U.S.M.Hにおけるデジタル開発機能強化
２）オフショア開発会社VTIとの業務提携に関するお知らせ　※４
https://www.usmh.co.jp/wp-content/uploads/2023/12/us_20231225_150.pdf


３）U.S.M.H第３次中期経営計画(2023－2025)
https://www.usmh.co.jp/wp-content/themes/usmh/files/20230411/US_20230411_medium_term.pdf
　　９ページ目記載

	記載内容抜粋
	１）２０２３年３月１日付にて、ユナイテッド・スーパーマーケット・ホールディングス(株)で開発された新規情報システムを円滑に導入展開すると共に、その効果を最大化するためにデジタル開発ITサービスの上に新たにCIOを配置いたしました。　※３
・組織変更は弊社取締役会にて決議しております。

２）グループ共通のシステム開発機能を有するU.S.M.Hにて各種プロダクト・サービスの開発を加速する目的で、オフショア開発会社であるＶＴＩ社と業務提携契約を締結　※４
・業務提携及び出資はU.S.M.H取締役会にて上程・決議されております。

３）U.S,M.H第３次中期経営計画における施策のフレーム内の実行資源としてしめされている「行動に帰結するデータ分析、活用のトレーニングと実践」に対応するため、イオングループおよびU.S.M.Hが主催する研修にカスミの人材を派遣してデータ活用の人材の育成を行っております。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	U.S.M.H第３次中期経営計画(２０２３―２０２５)
https://www.usmh.co.jp/wp-content/themes/usmh/files/20230411/US_20230411_medium_term.pdf
　１１ページ目記載
※U.S.M.H第３次中期経営計画（２０２３-２０２５）を基に、弊社のデジタル投資を決定　

	記載内容抜粋
	U.S.M.Hとしてデジタルの基盤開発を急ぎＯＭＯへの転身をはかる方針が明示
※U.S.M.H第３次中期経営計画（２０２３-２０２５）の
内容を踏まえ、弊社執行役員会にて２０２３年度デジタル投資内容について確認。
毎年、デジタル投資配分を含む予算案は弊社取締役会で決議しております。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 第３次中期経営計画(２０２３―２０２５)

	公表日
	1 ２０２３年　４月　１１日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 U.S.M.H　ＨＰ内：https://www.usmh.co.jp/wp-content/themes/usmh/files/20230411/US_20230411_medium_term.pdf
10ページ目記載

	記載内容抜粋
	1 オンラインデリバリー、移動スーパー、無人店舗、マーケットプレイス、クイックコマースにより店舗外収益を２０２５年度４００億円規模を目指すことを記載
※U.S.M.H第３次中期経営計画（２０２３-２０２５）
の内容を踏まえ、自社目標を設定
　・ビヨンドストア事業（ネットスーパー、
　　移動スーパー、無人店舗、EC販売）
　　売上２３年度売上高
　　　目標：２２年度比１９７％
・Scan&Go利用率２３年度末時点
　　　目標：１０％



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 ２０２３年　　２月　　９日
2 ２０２３年　１１月　　８日
2 ２０２３年　　３月　１０日

	発信方法
	前代表取締役社長山本慎一郎（～2024.2.29）が一般講演を実施
1 流通大会２０２３
「変わる⼩売業の⽅向性」
2 卸研究フォーラム
「リテールDX、物流DXに向けた今後の取組み」
3 第1回オムニチャネルDay
「従来の小売を越えるための研究開発とマインドチェンジ」

	発信内容
	①②③
・デジタルを活用した顧客接点の変化
・チェックアウト変革（セルフレジ・Scan&Go等）
・ignicaブランドサービスの紹介
・受発注データー送受構想
・デジタル基盤の開発体制



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	1 ２０２３年　３月頃　～以降も継続して実施


	実施内容
	1 ＜カスミ社社内進捗報告課題共有＞
　弊社会議体（取締役会、執行役員会議等）において各DXの取組み進捗と共に課題を把握、今後の対応につていて議論、決議している。
· ２０２３年度実施した主な内容
1． ２０２３年度機能戦略活動方針
（２０２３年　３月１７日取締役会議）
2． ２０２３年度デジタル戦略報告
（２０２３年　３月　７日　執行役員会）
3． ビョンドストア上期進捗報告
（２０２３年　９月　６日　執行役員会）
　そのほか、店舗外収益の拡大の進捗については週次
開催の会議体で報告、適宜必要な指示を行っている。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	２０２２年　１０月頃　～　２０２３年　３月頃
　以降も継続して実施

	実施内容
	・弊社情報セキュリティ対策、および外部からのウイルス感染防止といったサイバー対策への取り組みは下記規程に基づき実施
　　「情報セキュリティ管理基準」
「サーバに関するセキュリティ対策基準」
「業務端末に関するセキュリティ対策基準」
「POSシステムに関するセキュリティ対策基準」
「情報システム利用に関するセキュリティ対策基準」
・情報セキュリティに関する規則規程に基づき、
内部監査を実施。
・有限監査法人トーマツによるシステムレビューの実施


（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

